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連結子会社の会社分割(新設分割)に関するお知らせ 

 

当社は平成 30 年３月 28 日開催の取締役会において、当社の連結子会社であるアマノビジネスソリューション

ズ株式会社(以下「ABS」)の事業の一部を会社分割(新設分割)し、新設するアマノセキュアジャパン株式会社(以

下「ASJ」)に承継させるとともに、ASJ を当社の 100%子会社とすることを決議いたしましたので、下記のとおり

お知らせいたします。 

なお、本件は当社の完全子会社を当事者とする組織再編であるため、適時開示の際に必要とされる開示事項及

び内容を一部省略して記載しております。 

記 

１. 会社分割の目的 

平成 12 年に「電子署名及び認証業務に関する法律（電子署名法）」が施行され、アマノグループでは、平

成13年からタイムスタンプサービス事業を開始し、平成15年にアマノタイムビジネス株式会社（以下「ATB」）

を設立、平成 22 年には ABS が ATB を吸収合併し、事業の一部として時刻認証・配信サービス及びタイムス

タンプサービス事業を継続して行ってまいりました。 

日本国内のみならず海外においてもタイムスタンプサービスの需要は増加してきており、時刻認証・配信サ

ービス及びタイムスタンプサービス事業のさらなる拡大・成長のため、当該事業部門の意思決定の迅速化と組

織の自立性・独立性を高めることを目的として、ABS より同事業を分割し、当社の子会社とすることとしました。 

 

２. 会社分割の要旨 

(1)分割の日程 

平成 30 年３月 28 日   ABS 会社分割計画承認の取締役会決議(当社)  

平成 30 年３月 28 日   新設分割計画書承認の取締役会決議(ABS)  

平成 30 年５月下旬(予定)     株主総会決議(ABS) 

平成 30 年７月２日(予定)   分割の効力発生日（新設会社設立日） 

 

(2)分割方式 

ABS を分割会社とし、ASJ を新設会社とする分割型新設分割です。 

 

(3)株式の割当 

本件分割に際して、新設会社となる ASJ は普通株式 4,000 株を発行し、それら全ての株式を分割会社である

ABS に割当交付します。なお ABS はこれと同時に ABS に割当てられた全株式を剰余金の配当として ABS の 100% 

親会社である当社に対して交付します。 
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(4)分割により減少する資本金等 

本件分割による、ABS の資本金の減少はありません。 

 

(5)新設会社が承継する権利義務 

新設会社である ASJ は、効力発生日において分割会社である ABS の本件分割の対象となる事業に係る資産、

債務その他の権利義務を承継いたします。 

 

(6)債務履行の見込み 

分割会社である ABS 及び新設会社である ASJ とも、分割後の資産の額が負債の額を上回ること及び収益状況

についても負担すべき債務の履行に支障を及ぼすような事態が、現在のところ予想されていないことから、債

務の履行の見込みに問題はないものと判断しております。 

 

３. 分割当事会社の概要 

 分割会社 

（平成 30年 3 月 28 日現在） 

新設会社 

（平成 30年 3 月 28 日時点の予定） 

① 商号 アマノビジネスソリューションズ 

株式会社 

アマノセキュアジャパン株式会社 

② 本店所在地 神奈川県横浜市港北区大豆戸町 275 番地 神奈川県横浜市港北区大豆戸町 275 番地 

③ 代表者の役職･氏名 代表取締役社長 堀本 信行 代表取締役社長 森口 亜紀 

④ 事業内容 就業・勤怠管理／人事管理／給与計算ク

ラウドサービス  

給与計算アウトソーシングサービス 

時刻配信・監査サービス 

時刻認証（タイムスタンプ）サービス 

時刻認証・配信サービス及びタイムスタ

ンプサービスの事業 

⑤ 資本金 ３億円 ２億円 

⑥ 設立年月日 平成 12 年４月 13 日 平成 30 年７月２日 

⑦ 決算期 ３月 ３月 

⑧ 従業員数 123 名 12 名 

⑨ 大株主及び持株比率 当社 100％ 当社 100％ 

 

４. 分割後の状況 

分割会社である ABS の商号、本店所在地、事業内容、資本金、決算期については、本件分割による変更はあり

ません。 

 

５. 今後の見通し 

本件分割当事会社は、いずれも当社の完全子会社であり、本件会社分割が当社の連結業績に与える影響は軽微

であります。 

 

以 上 


